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Ⅱ 平成２５年度に講じた主な連携施策
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平成２５年度に講じた連携施策一覧

防犯

○防犯性能の高い建物物品の開発・普及
防犯性能の高い建物部品の開発・普及に関する官民合同会議を開催し、一定の防犯性能

がある建物部品を掲載した「防犯建物部品目録」を追加公表。
【平成25年度末現在】掲載品目数：計17種類3,252品目
＜警察庁、経済産業省、国土交通省＞

（関連ＨＰ）http://www.cp-bohan.jp/

○共同住宅に係る防犯対策
「共同住宅に係る防犯上の留意事項」及び「防犯に配慮した共同住宅に係る設計指針」

の普及を促進。＜警察庁、国土交通省＞

○防犯性能に配慮した公共施設等の整備・管理
「防犯まちづくりにおける公共施設等の整備・管理に係る留意事項」の周知を図り、防

犯性能に配慮した公共施設等の整備・管理を促進。
＜警察庁、国土交通省＞

（関連ＨＰ）http://www.mlit.go.jp/toshi/toshi_tobou_tk_000005.html
（防犯まちづくり関係省庁協議会とりまとめ）

防災

○海岸保全施設整備事業
津波、高潮、波浪その他海水又は地盤の変動による被害から海岸を防護するとともに、

海岸環境の整備と保全及び公衆の海岸の適正な利用を図り、もって国土の保全に資するこ
とを目的として、堤防・護岸・離岸堤・突堤等の海岸保全施設の新設、改良又は災害復旧
に関する工事を行う。

＜農林水産省、国土交通省＞

交通安全

○生活道路における交通安全対策
生活道路においては、空間そのものを安全にするという視点に立って、ゾーン設定によ

る最高速度３０ｋｍ／ｈの区域規制、車道幅員縮小による路側帯拡幅、物理デバイス設置
等の車両の速度抑制方策を効果的に組み合わせ、人優先のエリアの形成を推進。

＜警察庁、国土交通省＞
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環境

○住宅エコポイント制度
エコ住宅の新築又はエコリフォームに対しポイントを発行し、そのポイントを被災地の

商品やエコ商品等と交換することにより、住宅市場の活性化と住宅の省エネ化を推進しつ
つ、あわせて東日本大震災の復興支援を促進。
【平成25年度末現在】制度開始時（平成22年3月）からの累計

ポイント発行状況 1,873,637戸（341,189,286,000ポイント）
新築 : 1,080,547戸（290,143,720,000ポイント）
リフォーム : 793,090戸（ 51,045,566,000ポイント）

＜経済産業省、環境省、国土交通省＞

○都市の低炭素化の促進に関する法律
「都市の低炭素化の促進に関する法律」に基づき、住宅・建築物に係るエネルギー使用

の合理化の一層の促進、その他の住宅・建築物の低炭素化の促進。
【平成25年度末現在】低炭素建築物新築等計画の認定実績 累計4,121件

＜経済産業省、環境省、国土交通省＞

○住宅・建築物の省エネルギー基準の見直し
「エネルギーの使用の合理化に関する法律」に基づく住宅・建築物の省エネルギー基準

について、断熱性能に加え、設備性能を含め総合的に評価できる基準を施行するとともに、
住宅・建築物の簡易評価の追加見直しを実施。

＜経済産業省、国土交通省＞

○住宅省エネラベル制度の充実
新築住宅及び中古住宅に関して、住宅性能表示制度等を活用し、住宅の省エネ性能を評

価するラベリング制度を充実。
＜経済産業省、国土交通省＞

○建設リサイクル法に関するパトロールの実施
建設リサイクル法に基づく特定建設資材廃棄物の分別解体等及び再資源化等の適正な実

施に関し、全国一斉パトロール等を実施。
【平成25年度】全国一斉パトロール実施回数2回（5月、10月）
＜環境省、国土交通省＞

○エコ賃貸住宅CO2削減実証事業
賃貸住宅における住宅性能の実測と推計等から標準の光熱費に相当する値を推計し、賃

貸住宅の比較の際に低炭素化の効果を明示し、賃貸料金選択の条件の一つとして提示でき
るようにすることで環境価値の内部化を進め、環境基本性能の高い賃貸住宅の入居率向上
につなげることをもって家庭部門の低炭素化を促進。

＜環境省、国土交通省＞

○木のまち・木のいえ推進フォーラムによる国民意識の醸成
産学官が結集して行う「木のまち・木のいえ推進フォーラム」の活動において、住宅・

建築物への木材利用の一層の促進に向けた取組を実施。
＜農林水産省、国土交通省＞
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高齢者・障害者等

○サービス付き高齢者向け住宅の供給促進
介護・医療と連携して高齢者を支援するサービスを提供する「サービス付き高齢者向け

住宅」の供給を促進するとともに、同住宅の登録・公開を実施。
【平成25年度末現在】登録戸数：146,544戸
＜厚生労働省、国土交通省＞

○高齢者、障害者等に対する介護等の便宜供与の促進
公営住宅を活用した認知症対応型老人共同生活援助事業、共同生活介護事業及び共同生

活援助事業により、高齢者、障害者等に対する介護等の便宜供与を促進。
【平成24年度】活用戸数：932戸
＜厚生労働省、国土交通省＞

○離職者の居住の安定確保に向けた公的賃貸住宅等の活用
厳しい経済状況の下で離職者の居住の安定確保を図るため、雇用施策との連携の下に住

宅施策を総合的に実施。離職退去者の居住の安定確保に向け、公営住宅等の適正かつ合理
的な管理に著しい支障がない範囲内で、公営住宅等の空き家を活用し離職退去者へ一定期
間における一時的な居住の場を確保。

【平成25年度末現在】公的賃貸住宅入居決定戸数：3,942戸（累計）
＜厚生労働省、国土交通省＞

○シルバーハウジング・プロジェクト
高齢者等の生活特性に配慮したバリアフリー化された公営住宅等と生活援助員による日

常生活支援サービスとの提供をあわせて行うシルバーハウジング・プロジェクトを促進。
【平成24年度末現在】管理戸数：891団地（23,813戸）
＜厚生労働省、国土交通省＞
（関連ＨＰ）http://www.koujuuzai.or.jp/html/page07_02_05.html

全般

○住教育の推進
学校現場で直接活用されることを想定して、授業づくりの参考となる具体的な教育プロ

グラム及び関連情報のリストを掲載した「住教育ガイドライン」（平成20年3月策定）に関
し、ホームページへの掲載等を通じ、教育現場への普及を促進。

＜文部科学省、国土交通省＞
（関連ＨＰ）http://www.sumai-info.jp/jukyouiku/index.html

○消費者ニーズに対応した住宅性能表示制度の充実及び普及促進
【平成25年度】＜住宅性能評価戸数＞

（新築住宅）設計評価：231,636戸、建設評価：181,054戸
（既存住宅）562戸

＜消費者庁、国土交通省＞
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基本的な施策２（警察庁、経済産業省、国土交通省）

防犯性能の高い建物物品の開発・普及

＜経緯＞

H14.11：「防犯性能の高い建物部品の開発・普及に関する官民合同会議」の設置
警察庁、国土交通省、経済産業省＋建物部品関連団体等
防犯性能基準を策定し、侵入までに「５分」以上を要するなど一定の防犯性能を
備えた部品（ガラス、錠、ドア、サッシ、ｳｨﾝﾄﾞｳﾌｨﾙﾑ等）を開発

H16. 4：「防犯性能の高い建物部品目録」公表開始（http://www.cp-bohan.jp/）
H16. 5：部品の普及を図るため、共通標章（ＣＰマーク）を制定
H23. 3：目録への登載内容を整理するなどの見直しを実施
H26. 3：17種類・3,252品目

侵入をあきらめる時間

＜出典(財)都市防犯研究センター＞

（関連ホームページ）
防犯性能の高い建物物品の
開発・普及
http://www.cp-bohan.jp/

1 ドア（Ａ種） 389 509

2 ドア（Ｂ種） 511 673

3 ガラスドア 低層住宅用 37 93

ビル用 51 58

4 上げ下げ内蔵ドア 低層住宅用 30 66

ビル用 5 10

5 引戸 19 71

6 － 54

7 錠 錠 69 127

電気錠 － 22

１ドア２ロックセット 9 17

シリンダー 25 48

サムターン 14 37

8 サッシ 引き形式（低層住宅用） 140 301

引き形式（ビル用） 198 159

開き形式（低層住宅用） 135 206

開き形式（ビル用） 211 85

折りたたみ形式（低層住宅用） － 31

折りたたみ形式（ビル用） － 11

上げ下げ形式(低層住宅用） 69 85

上げ下げ形式（ビル用） 5

9 ガラス 51 150

10 20 26

11 雨戸 雨戸 11 13

２分仕様 9 －

12 面格子 67 170

13 窓シャッター 窓シャッター 56 84

２分仕様 33 －

14 重量シャッター 重量シャッター 20 20

特に防犯性能の高い重量シャッター 11 8

15 51 59

16 － 9

17 シャッター用スイッチボックス 40 45

2,281 3,252

ガラス引戸（自動を含む）

ウィンドウフィルム

軽量シャッター

オーバーヘッドドア

計

防犯性能の高い建物部品目録掲載数

種 類

掲 載 数

H16.4.1 H26.3.31
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基本的な施策３（農林水産省、国土交通省）

津波・高潮危機管理対策緊急事業（海岸保全施設整備事業）

１．目 的
津波・高潮危機管理対策緊急事業は、津波又は高潮に関する危機管理対策として、既

存の海岸保全施設の緊急的な防災機能の確保及び避難対策を促進することにより津波又
は高潮発生時における人命の優先的な防護を推進することを目的とする。

２．内 容
既存の海岸保全施設の防災機能を的確に発揮させるとともに、住民等の津波又は高潮

からの避難を促進するため、以下の施策を総合的に実施する。
① 水門等の自動化・遠隔操作化及び改修等
② 堤防、護岸等海岸保全施設の破堤防止、局所的な堤防等未整備箇所における堤防

等の整備、排水工の整備
③ 津波・高潮ハザードマップの作成支援（浸水想定区域調査、耐震調査、避難路調

査、耐浪調査及び排水性能調査）
④ 津波・高潮に関する観測施設、情報提供施設等情報基盤の整備
⑤ 津波防災ステーションの整備
⑥ 避難対策としての管理用通路の整備
⑦ 避難用通路の設置（堤防スロープ等）
⑧ 漂流物防止施設の整備

水門等の自動化・遠隔操作化

堤防護岸の
破堤防止

津波防災ステーション
津波・高潮ハザードマップ
作成支援

情報基盤
の整備

津波・高潮
情報提供施設

潮位計等
観測施設

津波・高潮発生！

避難用通路 局所的な未整備箇所に
おける堤防等の整備

漂着物防止施設の整備
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基本的な施策５・１４・２９・３４・３７（厚生労働省、国土交通省）

サービス付き高齢者向け住宅の供給促進

概 要
高齢者の居住の安定を確保するため、バリアフリー構造等を有し、介護・医療と連携して、

高齢者を支援するサービスを提供する「サービス付き高齢者向け住宅」の供給を促進する。（高
齢者住まい法改正（平成23年10月20日施行））
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基本的な施策９（経済産業省、国土交通省、環境省）

都市の低炭素化の促進に関する法律

１．背景

東日本大震災を契機とするエネルギー需要の変化や国民のエネルギー・地球温暖化に関

する意識の高揚等を踏まえ、市街化区域等における民間投資の促進を通じて、都市・交通

の低炭素化・エネルギー利用の合理化などの成功事例を蓄積し、その普及を図るとともに、

住宅市場・地域経済の活性化を図ることが重要。

２．概要

３．低炭素建築物の認定基準の策定（平成24年12月4日施行）

●低炭素まちづくり計画の策定（市町村）

○バス路線やＬＲＴ等の整備、共同輸配送の実施
バス・鉄道等の各事業法の手続特例

○自動車に関するＣＯ２の排出抑制

公共交通機関の利用促進等

○ＮＰＯ等による緑地の保全及び緑化の推進
樹林地等に係る管理協定制度の拡充

○未利用下水熱の活用 民間の下水の取水許可特例

○都市公園・港湾隣接地域での太陽光発電、蓄電池等の設置
占用許可の特例

都市機能の集約化

○病院・福祉施設、共同住宅等の集約整備
民間事業の認定制度の創設

○民間等による集約駐車施設の整備
建築物の新築等時の駐車施設附置義務の特例

○歩いて暮らせるまちづくり
（歩道・自転車道の整備、バリアフリー化等）

緑・エネルギーの面的管理・利用の促進

○民間等の先導的な低炭素建築物・
住宅の整備

建築物の低炭素化

・省エネ法の省エネ基準に比べ、

一次エネルギー消費量（家電等のエネルギー
消費量を除く）が、△１０％以上となること。

定量的評価項目（必須項目） 選択的項目

低炭素化に資する以下の８つの措置のうち、２項目以上を講じて
いること。

■ヒートアイランド対策
・一定のヒートアイランド対策（屋上・壁面緑化等）の実施

■節水対策
・節水に資する機器（便器、水栓など）の設置
・雨水、井戸水又は雑排水の利用のための設備の設置

■躯体の低炭素化
・住宅の劣化の軽減に資する措置
・木造住宅又は木造建築物である
・高炉セメント又はフライアッシュセメントの使用

■ＨＥＭＳ等の導入
・HEMS又はBEMSの設置
・再生可能エネルギーと連系した蓄電池の設置

＋

○外皮の熱性能に関する基準

・ヒートショックや結露の防止など、居住者の
健康に配慮した適切な温熱環境を確保する
観点から、現行省エネ基準（H11基準）レベル
の断熱性等を求める。
（省エネ法の省エネ基準と同水準）

省エネ法の
省エネ基準

低炭素基準

１０％

○一次エネルギー消費量に関する基準

標準的な建築物と比べて、低炭素化に資する建築物として
所管行政庁が認めるもの。

又は
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基本的な施策９（経済産業省、国土交通省）

住宅・建築物の省エネルギー基準の見直し

１．概要

住宅については、外壁、窓等の断熱性能に加え、暖冷房、換気、給湯、照明設備の性能

やエネルギー利用効率化設備等を総合的に評価する基準に見直しを実施する。（平成25年1

0月1日施行、1年半の経過措置を経て、平成27年4月1日から完全施行）
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基本的な施策１０（経済産業省、国土交通省）

住宅省エネラベル制度の充実

１．目的

エネルギーの使用の合理化に関する法律第 86 条において、建築物の販売又は賃貸の事

業を行う者は、一般消費者に対し省エネ性能の表示に努めることとされたことから、本条

に基づく告示※１を制定し、住宅事業建築主はその販売する戸建住宅について住宅事業建

築主の判断の基準※２に適合する旨の表示をすることができることとしている。

２．概要
住宅事業建築主の判断の基準に適合する場合、下記に従い、住宅省エネラベルを表示す

ることが可能。

※１ 「住宅事業建築主が住宅の外壁、窓等を通しての熱の損失の防止及び住宅に設ける空気調和設

備等に係るエネルギーの効率的利用のために特定住宅に必要とされる性能の表示に関し講ずべき

措置に関する指針」（平成21年国土交通省告示634号）

※２ 「特定住宅に必要とされる性能の向上に関する住宅事業建築主の判断の基準」（平成21年経済産

業省・国土交通省告示第2号）

※３ 「エネルギーの使用の合理化に関する建築主等及び特定建築物の所有者の判断の基準」（平成25

年経済産業省・国土交通省告示第1号）又は、「住宅に係るエネルギーの使用の合理化に関する設

計、施工及び維持保全の指針」（平成25年国土交通省告示第907号）
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基本的な施策１３・２６（農林水産省、国土交通省）

木のまち・木のいえ推進フォーラムによる国民意識の醸成

１．目的

我が国においては利用可能な森林資源が充実期を迎えており、持続可能な森林経営に

留意した木材利用の促進が必要である。

また、木造住宅・建築物の建設振興は、大工・工務店、林業・木材産業など地場の幅

広い産業の振興や、地域の活性化に資することになる。

このため、産学官の結集により住宅・建築物への木材利用の一層の促進に向けた取組

を展開することを目的として「木のまち・木のいえ推進フォーラム」を設立した。

２．概要

国土交通省と農林水産省が主導し、関係する産学官の結集による「木のまち・木のい

え推進フォーラム」を設立し、関係業界・学会・行政が一体となって、住宅・建築物へ

の木材利用の一層の促進に向けた取組みを実施。

フォーラムによる のための５つのアクション

良質で長寿命な

木造住宅ストックの形成

木材がより利用しやすく

なる環境づくり
木造住宅・建築物

に関する積極的な情報発信

・ 木造建築に関する高度な技術を有す

る人材を育成

・ 木造住宅の主要な担い手である中小

住宅生産者の技術力の向上を支援

・学校などの公共施設の木造化・木質

化の推進、技術基準の検討・分析

・伝統的構法による木造住宅に係る環

境整備を実施

・国産材情報や各種支援措置情報が検索

できるシステムを整備

・消費者・次世代への「木の文化」「木

造の文化」の再発信

・長期優良住宅に対応する耐久性等の

高い木製品を開発

・木材利用が低位な分野（マンション

内装材など）での製品を開発

・長期優良木造住宅に係る環境整備

を実施

・住宅生産者と木材生産者との交流

会を開催

次世代への木造技術の

伝承・担い手の育成
木材の可能性をひろげる

製品・技術の開発

木材利用の促進
木造住宅・建築の普及
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基本的な施策３４（厚生労働省、国土交通省）

離職者の居住安定確保に向けた公的賃貸住宅等の活用

１．目的

厳しい経済状況の下で離職者の居住の安定確保を図るため、雇用施策との連携の下に
住宅施策を総合的に実施する。

２．施策概要
（１）地方公共団体が管理する公的賃貸住宅の空き家の活用が円滑に図られるよう、本

来の入居対象者以外の離職者に利用させる場合の手続きを簡素化。

（２）独立行政法人都市再生機構の比較的低廉な家賃の空き家を定期借家制度の活用に
より更に低廉な家賃で賃貸できるよう措置。

（３）離職退去者が活用可能な公的賃貸住宅に関する情報がハローワークにおいて共有
され、ワンストップサービス機能が強化されるよう措置するとともに、都道府県住
宅担当部局に対し、都道府県労働局及びハローワークとの連携強化に関し特段の配
慮を要請するなど、住宅施策と雇用施策の連携を強化。

（４）民間賃貸住宅に入居する者の未払い家賃等の債務を高齢者居住支援センターが保
証する家賃債務保証制度の対象に「離職者」を追加。

３．実績
平成26年3月31日現在

離職退去者の居住安定 確保に向けた対策の進捗状況について

合計 公営 改良 地優賃 公社 ＵＲ
供給決定戸数 8,160 4,496 101 192 304 3,067
入居決定戸数 3,942 2,981 94 83 168 616
入居決定人数 6,343 4,824 135 154 359 871

※入居決定戸数・人数は、供給決定戸数のうち入居を決定した戸数・人数であり、実際に入居した戸数・人数ではない。

※戸数・人数は累計

※ＵＲについては、予約戸数及び人数を含む。

（内訳）

公営：公営住宅

改良：住宅地区改良事業により整備された住宅

地優賃：特定優良賃貸住宅・高齢者向け優良賃貸住宅

公社：地方住宅供給公社が供給する賃貸住宅

ＵＲ：ＵＲが供給する賃貸住宅



- 62 -

基本的な施策３７（厚生労働省、国土交通省）

シルバーハウジング・プロジェクト

１．概要
高齢者等の世帯が地域社会の中で自立して安全かつ快適な生活を営むことができる

よう、その在宅生活を支援するため、福祉施策と住宅施策の密接な連携の下に、高齢
者等の安全や利便に配慮した設備・設計を行うとともに福祉サービスが適切に受けら
れるよう十分に配慮された住宅の供給を推進することにより、高齢者等の居住の安定
と社会福祉の増進に資することを目的とする。

２．制度概要
（概念図）

入居対象者
・高齢者単身世帯（60歳以上）又は高齢者夫婦世帯（夫婦いずれか一方が60歳以上であ
れば足りる）等

・障害者単身世帯又は障害者とその配偶者からなる世帯等（事業主体の長が住宅需要を
鑑み特に必要と認める場合に限る。）

３．助成措置
（１）建設費等に対する助成

高齢者等の利用に配慮した設備等の整備に必要な工事費等に対する助成（公営住宅
等を対象）

（２）ライフサポートアドバイザー（生活補助員）関連の助成（厚生労働省で実施）
ライフサポートアドバイザー（生活補助員）の人件費について助成を行う。

（関連ホームページ）
シルバーハウジング・プロジェクト
http://www.koujuuzai.or.jp/html/page07_02_05.html



- 63 -

その他分野横断的な施策（文部科学省、国土交通省）

住教育の推進

１．住教育の概要
住生活基本法（平成１８年法律第６１号）第７条第３項において、国及び地方公共団体

の責務として、住生活の安定向上の促進に関する国民の理解・協力を促す教育活動・広報
活動の実施が位置付けられている。

これを受け、国民が真に豊かさを実感できる社会の実現のために、「住」について考え
る機会や住教育を受ける機会を増やし、その内容の充実を図っているところである。

特に、「次世代に継承される良好な住宅ストックと、居住環境の形成に寄与する『住ま
い手』の育成」を想定した場合、次世代を担うべき子どもたちを対象とした住教育への取
組が極めて重要であるとの視点から、「学校」における住教育をまず念頭において進めて
いるところである。

２．具体的な取組
平成19年度において、学校における住教育の効果的な推進を図るため、学校現場で直接

活用されることを想定して、授業づくりの参考となる具体的な教育プログラム及び関連情
報のリストを掲載した「住教育ガイドライン」を作成した。

平成20年度においては、「住教育ガイドライン」の入手方法や住教育に関連する様々な
情報取得の窓口サイトを立ち上げ、インターネットを活用した情報発信を行うとともに、
文部科学省主催の「小学校及び中学校各教科等担当指導主事連絡協議会」（平成20年12月
開催）において、「住教育ガイドライン」の配布を行うなど教育現場への普及を図った。

平成25年度においても、引き続き、学校における住教育の効果的な推進を図るため、イ
ンターネットを活用した情報発信等を通じ、教育現場への普及を促進した。

（関連ホームページ）
住まいの情報発信局（住宅の特集「住まいと暮らしの教育」）
http://www.sumai-info.jp/jukyouiku/index.html

教材を公募、優秀作品を表彰し、
インターネット等を通じて提供

学校等の住教育をサポートする者を
養成、登録して活動につなげる

学校、地方公共団体、企業、専門家、
ＮＰＯ等住教育に関するネットワーク

学校における住教育推進のための体系

ガイドラインの策定

教育プログラムの提示

研修会の開催

教材の公募・提供

住教育サポーターの養成

住教育情報の提供
（ポータルサイト）

住教育ネットワークの構築

住教育の意義、全体像とロードマップ
学習指導要領との関係

住教育の実践的な参考例

住教育実践事例、教材、支援団体
等に関する情報サイトを構築

教員等を対象にした住教育
の実践的な研修

住教育の支援体制

住教育の明確化
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